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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　柱と床梁を骨組構成材として備え、骨組構成材としての天井梁を備えず、且つ、
　床梁を１本だけ備え、この床梁の両端部のそれぞれに柱を接合してなることを特徴とす
る建物ユニット。
【請求項２】
　請求項１に記載の建物ユニットを２個用い、それら２個の建物ユニットを向かい合せて
離隔配置してなるユニット建物。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、建物ユニットとユニット建物に関する。
【０００２】
【従来の技術】
　従来、車庫又は玄関等のための建物ユニットとして、特開平8-68222号公報に記載の如
く、各４本の柱と床梁と天井梁を骨組構成材（水平力と垂直力を負担して骨組を形成する
構造材）とした箱形建物ユニットにおいて、１本の床梁もしくは相対する２本の床梁の中
間部を切除し、床梁レベル以下に設けたたたきを床梁により遮ることなく外方床面（車庫
導入路や玄関ステップ）に連続させ得るようにしたものがある。
【０００３】
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【発明が解決しようとする課題】
　然しながら、従来技術では、建物ユニットの骨組構成材として柱と床梁の他に天井梁も
必要であり、部材点数が多く、組立工数も多くなり、コスト高となる。
【０００４】
　また、建物ユニットの天井部に梁せいのある天井梁を備えるものであるため、車庫や玄
関の天井高を大きくとることができない。
【０００５】
　本発明の課題は、車庫や玄関等に用いることのできる建物ユニットにおいて、構成簡素
とし、天井高も大きくとることにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
　請求項１に記載の本発明に係る建物ユニットは、柱と床梁を骨組構成材として備え、骨
組構成材としての天井梁を備えず、且つ、床梁を１本だけ備え、この床梁の両端部のそれ
ぞれに柱を接合してなるようにしたものである。
【０００７】
【０００８】
　請求項２に記載の本発明は、請求項１に記載の建物ユニットを２個用い、それら２個の
建物ユニットを向かい合せて離隔配置してなるようにしたユニット建物である。
【０００９】
【００１０】
【００１１】
【００１２】
【作用】
　請求項１、２の本発明によれば下記(a)、(b)の作用がある。
　(a)床梁を１本だけ備え、この床梁の両端部のそれぞれに柱を接合してなる建物ユニッ
トを２個用い、それら２個の建物ユニットを向かい合せて離隔配置した。従って、２個の
建物ユニットに挟まれる床面にそれらの床梁レベル以下に設けたたたきを、床梁により遮
ることなく外方床面に連続させることができ、車庫や玄関を簡易に構築できる。
【００１３】
　(b)建物ユニットの天井部に骨組構成材としての天井梁を備えないから、部材点数を低
減し、組立工数も低減でき、コスト低減できる。また、天井高を大きくとることができる
。
【００１４】
【００１５】
【発明の実施の形態】
　図１は第１参考形態の建物ユニットを示し、（Ａ）は天井パネルを備えた斜視図、（Ｂ
）は水平中間構面を備えた斜視図、図２は第２参考形態の建物ユニットを示す斜視図、図
３は第３参考形態を示し、（Ａ）は建物ユニットを示す斜視図、（Ｂ）はユニット建物を
示す斜視図、図４は本発明実施形態を示し、（Ａ）は建物ユニットを示す斜視図、（Ｂ）
はユニット建物を示す斜視図、図５は第４参考形態を示し、（Ａ）はユニット建物を示す
斜視図、（Ｂ）は玄関を示す斜視図、（Ｃ）は玄関を示す正面図、図６は第５参考形態の
ユニット建物を示す斜視図、図７は第６参考形態のユニット建物を示す斜視図、図８は標
準建物ユニット建物の一例を示す斜視図、図９は標準建物ユニットの他の例を示す側面図
である。
【００１６】
　本発明が適用されるユニット建物は、例えば図８に示す如くの標準建物ユニット１０を
用いるとともに、本発明実施形態の建物ユニット５０を用いて構成され、それら建物ユニ
ット１０、５０を水平方向、鉛直方向に接合して構築される。
【００１７】
　標準建物ユニット１０は、図８に示す如く、角鋼管等からなる柱１１とリップ付Ｃ形鋼
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等からなる床梁１２を骨組構成材として備え、骨組構成材としての天井梁は備えない。具
体的には、標準建物ユニット１０は、４個のコーナー部のそれぞれに配置される柱１１の
下端部にジョイントピース１１Ａを備え、このジョイントピース１１Ａに床梁１２の端部
を重ね合せ又は突き合せて接合した、箱形骨組構造体であり、柱１１の上端部に天井パネ
ル１３を支持する。
【００１８】
　（第１参考形態）（図１）
　建物ユニット２０は、図１に示す如く、図８の標準建物ユニット１０において４本の床
梁１２を枠組してなる床梁フレーム１４の１本の床梁１２の中間部を切除し、この切除梁
の残存部を小梁１５、１５として備えるものである。建物ユニット２０は床梁１２、小梁
１５を基礎に設けたアンカーボルトに接合して据付けられる。
【００１９】
　建物ユニット２０は、図１（Ａ）に示す如く、４本の柱１１の上端部に天井パネル１３
を支持することができる。
【００２０】
　また、建物ユニット２０は、図１（Ｂ）に示す如く、４本の柱１１の中間部に嵌合固定
した外ダイヤフラム１６に水平中間構面１７を支持し、水平中間構面１７の上部を物品収
納空間等として使用できる。
【００２１】
　そして、建物ユニット２０が用いられて構築されるユニット建物では、この建物ユニッ
ト２０の床梁１２の梁切除部１２Ａを出入口部とする車庫又は玄関等を形成できる。また
、小梁１５間の切除部には輸送時に脱着可能な仮梁を設けて用いる。
【００２２】
　従って、第１参考形態によれば以下の作用がある。
　(a)床梁１２を切除したことにより、床梁１２レベル以下に設けたたたきを床梁１２に
より遮ることなく外方床面に連続させることができ、車庫や玄関を簡易に構築できる。
【００２３】
　(b)建物ユニット２０の天井部に骨組構成材としての天井梁を備えないから、部材点数
を低減し、組立工数も低減でき、コスト低減できる。また、天井高を大きくとることがで
きる。
【００２４】
　(c)床梁１２の中間部の一部だけを切除し、梁切除部１２Ａに小梁１５を備えたから、
この小梁１５に直交する柱１１と床梁１２を含む壁面に作用する水平力を、小梁１５によ
り支持し、建物ユニット２０の耐力を向上できる。
【００２５】
　（第２参考形態）（図２）
　建物ユニット３０は、図２に示す如く、図８の標準建物ユニット１０において４本の床
梁１２を枠組してなる床梁フレーム１４の１本の床梁１２の全部を切除したもの（建物ユ
ニット２０において、小梁１５を撤去したもの）である。
【００２６】
　建物ユニット３０は、建物ユニット２０におけると同様に、４本の柱１１の上端部に天
井パネル１３を支持し、又は４本の柱１１の中間部に水平中間構面１７を支持できる。
【００２７】
　そして、建物ユニット３０が用いられて構築されるユニット建物でも、この建物ユニッ
ト３０の床梁１２の梁切除部１２Ａを出入口部とする車庫又は玄関等を形成できる。
【００２８】
　第２参考形態によれば、床梁１２の全部を切除して小梁１５を突出させないものとした
から、車庫又は玄関等において、出入口部の間口を左右の柱１１、１１の間隔にまで拡大
できる。
【００２９】
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　　（第３参考形態）（図３）
　建物ユニット４０は、図３に示す如く、標準建物ユニット１０におけると同様の柱１１
と床梁１２を骨組構成材として備え、骨組構成材としての天井梁は備えない。建物ユニッ
ト４０は、床梁１２を１本だけ備え、この床梁１２の両端部のそれぞれに柱１１を接合し
、更に、床梁１２の両端部のそれぞれに該床梁１２と柱１１のそれぞれに直交する小梁１
５を接合した。尚、柱１１は下端部にジョイントピース１１Ａを備え、床梁１２、小梁１
５の端部をこのジョイントピース１１Ａに重ね合せ又は突き合せ接合してある。建物ユニ
ット４０は床梁１２、小梁１５を基礎に設けたアンカーボルトに接合して据付けられる。
【００３０】
　建物ユニット４０が用いられて構築されるユニット建物では、図３（Ｂ）に示す如く、
２個の建物ユニット４０を用い、それら２個の建物ユニット４０を向かい合せて離隔配置
し、両建物ユニット４０の小梁１５、１５に挟まれる部分を出入口部とする車庫又は玄関
等を形成できる。尚、２個の建物ユニット４０は、それらの全４本の柱１１の上端部に天
井パネル１３を支持し、又は全４本の柱１１の中間部に水平中間構面１７を支持できる。
【００３１】
　従って、第３参考形態によれば以下の作用がある。
　(a)床梁１２を１本だけ備え、この床梁１２の両端部のそれぞれに柱１１を接合してな
る建物ユニット４０を２個用い、それら２個の建物ユニット４０を向かい合せて離隔配置
した。従って、２個の建物ユニット４０に挟まれる床面にそれらの床梁１２レベル以下に
設けたたたきを、床梁１２により遮ることなく外方床面に連続させることができ、車庫や
玄関を簡易に構築できる。
【００３２】
　(b)上述(a)の建物ユニット４０を構成する床梁１２に、該床梁１２と柱１１のそれぞれ
に直交する小梁１５を設けた。従って、床梁１２と柱１１を含む平面に作用する水平力を
小梁１５により支持可能とし、建物ユニット４０の耐力を向上できる。
【００３３】
　(c)建物ユニット４０の天井部に骨組構成材としての天井梁を備えないから、部材点数
を低減し、組立工数も低減でき、コスト低減できる。また、天井高を大きくとることがで
きる。
【００３４】
　尚、建物ユニット４０にあっては、天井パネル１３を現地取付けとすることにより、輸
送効率を向上できる。
【００３５】
　（本発明実施形態）（図４）
　建物ユニット５０は、図４に示す如く、図３の建物ユニット４０において、小梁１５を
撤去したものであり、柱１１の下端部（及び床梁１２）を基礎に剛接合して立設される。
【００３６】
　そして、建物ユニット５０が用いられて構築されるユニット建物でも、図４に（Ｂ）に
示す如く、２個の建物ユニット５０を用い、それら２個の建物ユニット５０を向かい合せ
て離隔配置し、両建物ユニット５０の柱１１、１１に挟まれる部分を出入口部とする車庫
又は玄関等を形成できる。尚、２個の建物ユニット５０も、それら全４本の柱１１の上端
部に天井パネル１３を支持し、又は全４本の柱１１の中間部に水平中間構面１７を支持で
きる。
【００３７】
　本発明実施形態によれば、建物ユニット５０が小梁１５を備えないものとしたから、車
庫又は玄関等において、出入口部の間口を左右の柱１１、１１の間隔にまで拡大できる。
【００３８】
　（第４参考形態）（図５）
　第４参考形態は、標準建物ユニット１０と２個の建物ユニット４０、４０を用いてユニ
ット建物の引込玄関６０を構築したものである。基礎６１と玄関ステップ６２を設置し、
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テップ６２の正面の基礎６１に標準建物ユニット１０を据付けることにより、両建物ユニ
ット４０、４０に挟まれる部分を引込玄関６０の引込空間とすることができる。
【００３９】
　尚、建物ユニット５０にあっては、天井パネル１３を現地取付けとすることにより、輸
送効率を向上できる。
【００４０】
　（第５参考形態）（図６）
　第５参考形態は、建物ユニット２０と２個の建物ユニット４０、４０を用いてユニット
建物の店舗７０（又は車庫、引込玄関等）を構築したものである。
【００４１】
　（第６参考形態）（図７）
　第６参考形態は、複数の建物ユニット３０を並置し、複数の車庫８０を構築したもので
ある。
【００４２】
　以上、本発明の実施の形態を図面により詳述したが、本発明の具体的な構成はこの実施
の形態に限られるものではなく、本発明の要旨を逸脱しない範囲の設計の変更等があって
も本発明に含まれる。例えば、本発明が適用されるユニット建物では、標準建物ユニット
１０として図９に示すものを採用できる。図９の標準建物ユニット１０は、柱９１と床梁
９２とを接合した骨組構造体からなるものであり、４本の床梁９２を矩形状に枠組してな
る床梁フレーム９３のコーナー部である柱接合部に外ダイヤラム９４を溶接し、各外ダイ
ヤフラム９４に柱９１を挿入し、柱９１の任意の高さ位置に外ダイヤフラム９４を溶接し
、天井梁を有さずに構成したものである。そして、本発明の建物ユニット２０、３０、４
０、５０においても、柱１１と床梁１２の接合構造として、床梁１２の端部に設けた外ダ
イヤフラムに柱１１を挿入固定するものを採用できる。
【００４３】
【発明の効果】
　以上のように本発明によれば、車庫や玄関等に用いることのできる建物ユニットにおい
て、構成簡素とし、天井高も大きくとるができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　図１は第１参考形態の建物ユニットを示し、（Ａ）は天井パネルを備えた斜視
図、（Ｂ）は水平中間構面を備えた斜視図である。
【図２】　図２は第２参考形態の建物ユニットを示す斜視図である。
【図３】　図３は第３参考形態を示し、（Ａ）は建物ユニットを示す斜視図、（Ｂ）はユ
ニット建物を示す斜視図である。
【図４】　図４は本発明実施形態を示し、（Ａ）は建物ユニットを示す斜視図、（Ｂ）は
ユニット建物を示す斜視図である。
【図５】　図５は第４参考形態を示し、（Ａ）はユニット建物を示す斜視図、（Ｂ）は玄
関を示す斜視図、（Ｃ）は玄関を示す正面図である。
【図６】　図６は第５参考形態のユニット建物を示す斜視図である。
【図７】　図７は第６参考形態のユニット建物を示す斜視図である。
【図８】　図８は標準建物ユニット建物の一例を示す斜視図である。
【図９】　図９は標準建物ユニットの他の例を示す側面図である。
【符号の説明】
　２０、３０、４０、５０　建物ユニット
　１１　柱
　１２　床梁
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